
第６ 内装 

 

１ 令第 11条第２項（令第 12条第４項により準用する場合を含む。）、規則第 

６条第２項、規則第 12条の２第１項、第２項及び第３項、規則第 13条第１項 

及び第２項、規則第 13条の６第１項及び第２項、規則第 14条第１項、規則第 

26条第５項、規則第 28条の２第１項及び第２項に規定する室内に面する仕上 

げ（以下「内装制限」という。）については、次による。 

 (1) 内装制限は、下地材までは問わないもの。ただし、壁紙等で下地材及び施 

工方法との組み合わせにより防火材料の認定を受けているものについては、 

下地材及び施工方法を含むもの 

 (2) 次に掲げる部分については、内装制限の対象としない。 

  ア 押入、物入等（人が内部に入って収納作業を行うものを除く。） 

  イ 便所 

  ウ 浴室（少人数用のものに限る。）で内部に風呂釜、湯沸器又は乾燥機（電 

気用品安全法）（昭和 36年法律第 234号）に基づき技術基準に適合した 

もの、改正前の電気用品取締法（昭和 36年法律第 234号）の型式認可品 

及び一般社団法人日本電機工業会が定めた自主試験基準に適合する機器 

は除く。）等出火源となるものを設置しないもの 

  エ 外気に開放されたバルコニーその他これに準ずるもの（以下「バルコニ 

ー等」という。） 

 (3) 腰壁（床面からの高さが 1.2ｍ以下の部分をいう。）は、内装制限の対象 

とする。 

 (4) 令第 11条第 1項第６号に係る内装制限は、階ごとにその対象とする。 

 (5) 令別表第１(16)項に掲げる防火対象物で、令第９条の適用を受け別の防 

火対象物とみなされるものにあっては、当該部分ごとに内装制限の対象と 

する。 


